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第２部 大阪府立生野聴覚支援学校児童裁判の経過及び今後の活動 

大阪聴力障害者協会常任理事 中岡 正人 氏 

７年間、裁判への支援、署名活動をしました。２つ強く心に残ることがありまし

た。 

１つ目は、A さんの両親の思い、心の叫びです。「加害者は刑期７年を終えたら人

生をやり直せます。加害者の勤務先は代表者を変え、社名を変えました。相手は生

きていればやり直せます。比べて私達の娘はどうでしょうか。将来の夢を描き、そ

の道へ進む選択肢をすべて奪われました。聞こえないからだと、娘の将来を決めら

れ、娘はどう思っているのでしょう。相手の誠意は全く見えません。」 

２つ目は、１月 20 日の大阪高等裁判所で 100％の判決が出たことです。被告は２

月５日に最高裁判所への上告をせず、判決は確定しました。これに対してお父さまは

「２月５日は娘の葬儀の日。娘が導いてくれた」と話されました。この２つは、強

く記憶に残っています。 

この裁判についての７年間の活動について報告書を作る予定です。来年３月には

出したいと考えています。 

大阪地裁は逸失利益を女性労働者の年収の 40％としました。当時、この事件には

大聴協は関わっていませんでした。弁護士は交通事故専門の１人だけが関わってい

ました。そこに、ろう者、難聴者の弁護士が入り、40 人の弁護団が結成されまし

た。その中の１人が「この裁判で出た 40％という判断は差別的な内容である」との

文書をくださいました。 

大聴協 理事⾧の大竹が、大阪障害フォーラムの際にこの裁判の話を出しました。

大聴協としても議論をして、これは障害者だけの問題ではない。女性と障害者に対す

る重複差別の問題であると結論付けました。そこで署名

運動を行うことにしました。 

署名運動は最初、うまく進みませんでした。裁判の内

容が難しく理解ができない。裁判と私達の生活を結びつ

けるイメージができませんでした。 

「逸失利益」という言葉の意味も分からない。手話表現

もない。皆さんに説明しても内容が理解できないため、

協力を得られないことが多かったです。聴覚支援学校か

らの支援も少なかったです。署名運動を進める時も、名
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前を載せて欲しくないという人がいました。 

「９歳の壁」という言葉の問題もありました。ろう児は聞こえないから、９歳で

壁にぶつかるものだという考え方です。実際のろう教育の中では「９歳の壁」は無

い。明らかに差別的な考え方なのに理解が得られない。これらの理由で署名運動が

進みませんでした。 

４年前、全日本ろうあ連盟から「優生思想を根絶する運動を強化する」特別決議

が出ました。この決議は、この大阪の裁判と兵庫県の優生保護法被害裁判を取り上

げ、優生思想をなくすために全国に支援を呼びかけたものでした。 

大阪でも優生保護法被害裁判、生野区聴覚障害児交通事故裁判と大きな裁判２つ

の支援活動を行いました。優生裁判の原告５人は、聞こえない夫婦、聞こえる知的

障害の方でした。大聴協だけでは無く、肢体障害団体など、いろいろな団体に協力

をいただきました。 

優生保護法の裁判の傍聴者は傍聴席数を超えました。しかし、生野の裁判は、傍

聴者がなかなか集まりませんでした。最後の高等裁判所の判決のときだけは傍聴席

７０席ちょうど７０名が傍聴されました。それまでは十数人だったこともありまし

た。生野の裁判は運動をなかなか広げられませんでした。 

署名目標は最初１万筆でした。全国からの

支援がありました。特に全国のろう学校が支

援してくれました。最終的に 11 万筆を超える

署名が集まりました。全国の皆さんの協力に

お礼を申し上げたいと思います。 

署名運動の成果か、被告が認めた逸失利益

は最初の女性労働者 40％から少しずつ上がり

ました。しかし、地裁の判決は、私達の思う

ような内容ではありませんでした。 

「聴覚障害とは何か」との論議は無く、手話言語の大切さも考慮されませんでし

た。被告からの質問も、「ろう学校の聴力検査のデータと更生相談所のデータとの違

いはなぜか」など聞こえる、聞こえないだけの反論でした。 

大阪地裁判決は手話言語を全く無視したものでした。私達は苛立ちを覚えまし

た。亡くなった女の子のご両親も、「もう裁判をやめよう」と思ったことが何度もあ

ったそうです。でも、「大聴協が署名を頑張っているので、やめるわけにはいかな
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い、頑張ろうという気になった」と言われました。 

大阪高裁に向けての署名はなかなか進みませんでした。署名用紙の一番上の所、

頭書きを変えただけで、以下の内容は同じです。地裁宛ての署名を書いた人から

は、「一度書いたので、二度書くことはできない」と言われました。地方裁判所と高

等裁判所は別だと説明しましたが、既に書いたとの思い込みもありました。高等裁

判所への署名は、28,553 筆でした。 

大阪高裁の公判では、宮城教育大学の松崎先生が証人尋問を受けてくださいまし

た。難聴の弁護士も、企業では障害者権利条約に基づいて障害者が働きやすい職場

作りをしていることを説明してくれました。これらの反論は私達が求めていた内容で

した。 

１月 20 日には全労働者年収 100％の判決を勝ち取りました。最初は判決の意味が

つかめませんでした。弁護士の顔を見て、勝ったと分かりました。嬉しかったです。

ご両親も涙を流していました。日本は障害者権利条約を批准しているのですから、裁

判所も差別をなくすことが課題だと思います。 

優生保護法の裁判でも勝利を勝ち取ることができました。１月 17 日から補償をス

タートしています。生野の裁判で 100％を勝ち取ることができ、これまでの運動は成

果を上げています。この判決をきっかけに、今後も運動を続けて差別のない社会を

つくりたいと思います。 

私たちの大きな課題は、ろう教育とのつながりです。大阪はろう学校とのつなが

りが弱いです。昔に比べて、ろう教育における手話への考え方も変わってきました

が、まだまだです。協会としても、ろう教育について考えていきたいです。（終） 


